
公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

学習支援型リソース最適化に基づく
超高速マルチバンド無線通信システ
ム

支出負担行為担当官
藤田 清太郎
近畿総合通信局
大阪市中央区大手前1-5-44
大阪合同庁舎第１号館

令和7年4月1日
国立大学法人大阪大学
大阪府吹田市山田丘1番１号

4120905002554

本件は、持続可能な電波有効利用のための基盤技術研究開発事業
において、外部専門家及び外部有識者で構成される評価委員会にお
ける評価結果に基づき、国が委託すべきものとして選定された研究開
発について、その実施体制機関と随意契約を行うものである。

12,935,000円 12,935,000円 100.0% －

テラヘルツ帯高効率・高機能ストレッ
チャブルRIS技術の研究開発

支出負担行為担当官
藤田 清太郎
近畿総合通信局
大阪市中央区大手前1-5-44
大阪合同庁舎第１号館

令和7年4月1日
国立大学法人大阪大学
大阪府吹田市山田丘1番１号

4120905002554

本件は、持続可能な電波有効利用のための基盤技術研究開発事業
において、外部専門家及び外部有識者で構成される評価委員会にお
ける評価結果に基づき、国が委託すべきものとして選定された研究開
発について、その実施体制機関と随意契約を行うものである。

13,000,000円 13,000,000円 100% －

セマンティック通信による多端末連携
型の状況理解と消防システムへの適
用

支出負担行為担当官
藤田 清太郎
近畿総合通信局
大阪市中央区大手前1-5-44
大阪合同庁舎第１号館

令和7年4月1日
国立大学法人大阪大学
大阪府吹田市山田丘1番１号

4120905002554

本件は、持続可能な電波有効利用のための基盤技術研究開発事業
において、外部専門家及び外部有識者で構成される評価委員会にお
ける評価結果に基づき、国が委託すべきものとして選定された研究開
発について、その実施体制機関と随意契約を行うものである。

6,500,000円 6,500,000円 100% －

セマンティック通信による多端末連携
型の状況理解と消防システムへの適
用

支出負担行為担当官
藤田 清太郎
近畿総合通信局
大阪市中央区大手前1-5-44
大阪合同庁舎第１号館

令和7年4月1日
株式会社スペースタイムエンジニアリング
東京都千代田区神田佐久間町三丁目27
番地3号

6010001133619

本件は、持続可能な電波有効利用のための基盤技術研究開発事業
において、外部専門家及び外部有識者で構成される評価委員会にお
ける評価結果に基づき、国が委託すべきものとして選定された研究開
発について、その実施体制機関と随意契約を行うものである。

6,500,000円 6,500,000円 100% －

果樹への農薬散布におけるドローン
運行計画上の周波数共同利用に関
する研究開発

支出負担行為担当官
藤田 清太郎
近畿総合通信局
大阪市中央区大手前1-5-44
大阪合同庁舎第１号館

令和7年4月1日
学校法人立命館
京都府京都市中京区西ノ京東栂尾町８
番地

9130005004289

本件は、持続可能な電波有効利用のための基盤技術研究開発事業
において、外部専門家及び外部有識者で構成される評価委員会にお
ける評価結果に基づき、国が委託すべきものとして選定された研究開
発について、その実施体制機関と随意契約を行うものである。

6,640,400円 6,640,400円 100% －

果樹への農薬散布におけるドローン
運行計画上の周波数共同利用に関
する研究開発

支出負担行為担当官
藤田 清太郎
近畿総合通信局
大阪市中央区大手前1-5-44
大阪合同庁舎第１号館

令和7年4月1日
株式会社スペースタイムエンジニアリング
東京都千代田区神田佐久間町三丁目27
番地3号

6010001133619

本件は、持続可能な電波有効利用のための基盤技術研究開発事業
において、外部専門家及び外部有識者で構成される評価委員会にお
ける評価結果に基づき、国が委託すべきものとして選定された研究開
発について、その実施体制機関と随意契約を行うものである。

6,332,300円 6,332,300円 100% －

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日 行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の役員
の数

法人番号

様式２


